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研究成果の概要（和文）：新日本窒素労働組合の元組合員の聞き取りおよび熊本学園大学水俣学研究センター所蔵のア
ーカイブズ調査に基づき、1960年代～70年代初めのチッソの労使関係および新日窒労組と水俣病患者団体・患者支援社
会運動団体との連携関係について調査した。62～63年の安定賃金闘争以降の労使対立が、組合と社会運動との連携を促
進したこと、組合と社会運動の連携関係は個人のネットワークに基づいていたことが明らかとなった。調査の結果は、
学会発表や論文刊行で公表した。
研究成果の概要（英文）：This research, based on interviews of former union leaders of Shin Nihon Chioss 
Union (the SNU) and on archival research of materials owned by the Open Research Center for Minamata 
Studies, examined industrial relations at Chisso and alliances between the SNU and social movements of 
Minamata disease patients and their supporters in the 1960s and in the early 1970s. The research showed 
that contentious industrial relations since the labor dispute in 1962-63 contributed to the coalition 
formation between the SNU and social movement organizations, and that union-social movmenemt coalitions 
were based on personal networks of activists. The finidings of the research were made public by 
presentations at academic conferences and published articles.
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１．研究開始当初の背景 
 
(1) 近年「社会運動ユニオニズム」という
概念が労働運動研究で使われるようになっ
た。この概念は、新自由主義経済で弱体化し
た労働運動が社会運動やコミュニティ組織
と連携して、労働運動を再活性化するために
展開している諸運動を説明するために使わ
れている。この概念は、労働運動と環境運動
との連携を分析にも使われている。 
 
(2) 「社会運動ユニオニズム」の概念に基
づいた研究は、主にアメリカ、カナダ、オー
ストラリアの労働運動研究を対象としてい
るが、日本の労働運動の事例にも当てはめる
ことができる。また、労働運動と社会運動の
連携は、新自由主義経済下の現在の労働運動
だけでなく、政治・社会問題に取り組んだ過
去の労働運動にも適用することができると
考える。 
 
(3) 日本の場合、高度経済成長の環境への
負の遺産が明らかになるのに伴い、1960 年
代中頃から 70 年代中頃まで公害反対運動が
社会運動として活発化したが、このような運
動の活発化は労働運動にどのような影響を
及ぼしたのか。労働運動と公害反対運動の間
には、どのような関係（協力あるいは対立）
が生まれたのか。 
 
２．研究の目的 
 
本研究は、「社会運動ユニオニズム」の枠
組みを使い 60年代後半～70年代前半に活発
化した公害に反対する住民運動（公害反対運
動）が労働運動に及ぼした影響を事例研究す
る。焦点を当てる事例は、新日本窒素労働組
合（新日窒労組）と水俣病患者団体や水俣病
患者支援団体（水俣病市民会議、水俣病を告
発する会など）の協力・共闘関係である。こ
の事例研究を通じて、企業・職場内の労働条
件のみに関心を向ける企業別組合が公害な
どの社会問題にも取り組み社会運動ユニオ
ニズムを志向するようになる条件および社
会運動の抗議行動（集団行動のレパートリ
ー）が労働運動の行動にどのように伝播して
いくのかを明らかにする。 
 
３．研究の方法 
 
研究は、聞き取り調査、一次資料（アーカ
イブス）調査、資料の分析により行った。 
 
(1) 聞き取り調査： 
新日窒労組の複数の元組合役員に対して、
2012年 11月 9日、2013年 12月 7日、2013
年 6月 29日、2014年 8月 26日の 4回に渡
り聞き取りを行った。告発する会の関係者の
聞き取りは、2014年 11月 27日と 2015年 1
月 26 日の 2 回に渡り行った。聞き取りは、
テープに起こし本人のチェックを受けた。 
 
(2) 一次資料（アーカイブス）調査： 
熊本学園大学水俣学研究センター現地セ
ンター所蔵の新日窒労組関係資料（新日窒労
組や水俣病患者支援団体が作成したビラ、文
書、新日本窒素水俣工場新労働組合[チッソ水
俣新労働組合]機関紙等）を収集した。また四
日市市公害資料室の所蔵資料（四日市公害に
取り組む市民運動のニュースレター、地区労
等労働組合資料等）を収集した。 
 
(3) 資料の分析： 
復刻された新日窒労組の機関紙『さいれ
ん』を利用して、1968年 8月～1973年 8月
の期間の記事や関連ビラのうち、水俣病関連
の記事約260件の記事のタイトルおよび概要
を記録した。また、新日窒労組に対立するチ
ッソ水俣新労働組合の機関紙『しんろう』の
同時期の水俣病関連の記事約 80 件の記事の
タイトルおよび概要を記録した。 
 
４．研究成果 
 
(1) 新日窒労組と水俣病患者団体、患者支
援団体との連携関係は次のような主に２つ
の特徴をもつことがわかった。①新日窒労組
は連携パートナーに対して支配的にならな
らず、相互補完的関係にあった、②連携関係
を通じて社会運動に関わった組合員は、幹部
や活動家の一部の組合員に限られていた。 
 ①についてみると、新日窒労組は水俣病対
策市民会議との関係で「個人参加のルール」
を厳しく守り、市民会議の方針に従った。そ
の意味で、連携関係は労働組合が主導的で社
会運動が従属的になる「前衛型」連携ではな
かった。ただし、新日窒労組は他の連携パー
トナーがもたない「戦略的能力」をもってお
り、チッソの財務状況を分析することでメイ
ンバンクに対する闘争を構想した。他方、市
民会議や告発する会は組合に従属せずに自
律的に活動し、前者は水俣市民の間に水俣病
患者支援を広める役割、後者は第一次訴訟支
援を中心とした水俣病闘争を全国に広める
役割をそれぞれ果たした。 
 ②についてみると、新日窒労組の一部の幹
部・活動家を除く多くの組合員は、市民会議
に形式上加盟したものの、積極的に水俣病患
者家族の支援活動に参加しなかった。新日窒
労組と市民会議・告発する会および患者組織
との連携関係は、組合側では「職場から離れ
た組合リーダーや組合役員」に限定される傾
向にあった。一般組合員の水俣病問題への関
与は、70年 5月の「公害スト」および支援集
会への参加や機関決定のカンパなど、上から
「動員」される形をとった。 
 ①と②から、連携関係の特徴として、組織
間関係というより個人間のネットワークの
関係という性格が強いことがわかった。新日
窒労組の幹部・活動家と水俣病患者、支援団
体活動家は、個人レベルで相互信頼関係を形
成し、そのような相互信頼関係に基づき裁判
闘争や対チッソ・政府交渉などで共闘を行っ
た。 
 
(2) なぜ公害発生企業の企業別組合である
新日窒労組が水俣病問題に取り組んだのか。 
①当初は「社会運動の抗議行動の労働運動
の行動への伝播」の可能性を仮説として挙げ
たが、新日窒労組の場合、明確な伝播はみら
れなかった。時系列的に見ると、水俣病をめ
ぐる社会運動の本格化と新日窒労組の水俣
病の取り組みの開始は、どちらも 1968 年以
降に活発化した。社会運動は、1968 年 1 月
に結成された「水俣病対策市民会議」が本格
化の始まりであり、新日窒労組の取り組みは
同年 8月の労組大会での「恥宣言」決議より
始まった。ただし、62～63 年の安定賃金反
対闘争（安賃闘争）から 68 年の間に、新日
窒労組と水俣病患者団体、患者支援団体との
連携の「素地」がつくられた。具体的には、
新日窒労組の一部の幹部と水俣病問題に関
わっている水俣市民との間で個人的ネット
ワークが形成された。 
②労働運動と社会運動の連携関係を結ぶ
条件を分析した先行研究は、主に２つの要因
が労働組合と社会運動組織の連携を促進す
ると指摘する。第一に、労働組合が社会運動
組織との連携を模索するのは、主に労使関係
制度が経営者や新自由主義国家の攻撃によ
り弱体化する「脱制度化」の段階であるとい
うことである。労使関係の「脱制度化」段階
では、労働組合と経営者との権力バランスが
前者に不利（後者に有利）になり、労働組合
は経営者と相対的に対等な関係で交渉でき
なくなり、さらに、経営者が労働組合を交渉
相手として認めなくなる事例も生まれる。そ
のため労働組合は、組合員の利益を独自の交
渉力・組織力で守れなくなり、制度の枠を超
えたアクターとの連携を模索するようにな
る。 
第二の要因は、労働組合の「戦略的能力」
(strategic capacity)である。「脱制度化」要因
が労働組合を外部環境に受動的に対応する
アクターと捉えるのに対し、第二の要因は労
働組合を外部環境が与える機会を戦略的に
取り入れることができる能動的なアクター
と捉える。労働組合が置かれている環境が厳
しい場合でも、戦略的な能力をもつ組合は脱
制度化を制度に縛られず革新的な組織化を
行う「機会」として捉える。 
③先行研究が示した労働運動と社会運動
が連携する要因は、新日窒労組の事例にどの
ように当てはまるのか。第一の要因に関して
は、本事例が新自由主義経済の下ではないも
のの、労使関係の脱制度化が起きたといえる。
すなわち、安賃闘争を境に、それまでの協調
的とはいえないものの相互の存在を認めた
関係から、経営側が新日窒労組の勢力を徹底
的に弱めようとする敵対的な関係に労使関
係が転換した。その結果、労使がお互いの存
在を認めて自律的に話し合う場が少なくな
り、地労委のあっせん・和解案や地裁・高裁
の仮処分決定・和解勧告などの第三者の介入
によって初めて労使が交渉・妥結するパター
ンが多くなった。その意味で、団体交渉の場
が「壊され」 、労使関係は「脱制度化」し
たといえる。このような厳しい状況のもと、
新日窒労組はまず他の組合（合化労連本部と
傘下組合および三井三池労組）との連携を強
めた 。さらに、激しい組合攻撃により組合
員が企業意識の「呪縛」から相対的に自由に
なったことで、組合が労使関係の枠を超えて
水俣病問題に取り組む「素地」が形成された
と考えることができる。 
第二の要因「戦略的能力」はアメリカの労
働組合の「戦略的能力」を前提としているの
で、この要因を直接本事例に当てはめるのは
難しい。しかし、水俣出身のブルーカラー労
働者が中心の新日窒労組の「外部者」である
O 氏（大卒ホワイトカラー）が 64 年以降新
日窒労組の専従役員なったことは、組合再活
性化の条件の一つとされる「新しい組合リー
ダーの参入」に相当するとみることができる。
異なったバックグラウンドもつ組合リーダ
ーによってこれまでの組合あり方にとらわ
れない政策が打ち出されるとされるが、新日
窒労組の「恥宣言」決議とそれを契機とした
患者支援団体・患者組織と組合の連携は O氏
の組合執行部への参入により生まれた「戦略
的能力」の反映であると（仮説的ではあるが）
考えられる。さらに、O氏の指導のもと新日
窒労組が水俣病を「社会問題化」させたこと
は、患者家族への補償問題や水俣工場の撤退
問題・チッソの経営危機に対応する組合の
「戦略的能力」の発揮とみることができる。 
 ④新日窒労組が水俣病問題への取り組み
を深めたもう一つの背景的要因には、新日本
窒素水俣工場新労働組合（新労）との対立関
係があった。新労は、安賃闘争を契機にして
ホワイトカラー労働者を中心に結成された
組合で、経営者と協調的関係を結び、経営者
と協力し新日窒労組を弱体化しようとした。
新日窒労組が 68 年から患者支援団体との共
闘を始めると、新労は市の保守勢力と共に会
社側を擁護する立場に立ち、新日窒労組と市
民会議・告発する会などの支援団体を水俣市
の経済的繁栄を阻害するものとして攻撃し
た。このような新労の攻撃は、逆に新日窒労
組の反発を生み、水俣病支援する社会運動と
の連携関係を強めたといえる。 
 
(3) 公害発生企業の企業別組合が公害問題に
取り組んだ他の事例は、管見の限り非常に少
ない。しかし、（発生企業の企業別組合以外
の）労働組合と公害反対運動の連携の事例は
他にも報告されている。新日窒労組の水俣病
問題への取り組みと比較するため、労働組合
が四日市公害（四日市ぜんそく問題）にどの
ように取り組んだのか調査した。 
 四日市ぜんそくの被害者は、1967 年 9 月
に石油コンビナート 6社を相手取り裁判を起
こした。四日市の労働組合で裁判闘争を支援
したのは、自治体労働者や教職員の組合（市
職労や教組など）で、コンビナートの労働組
合は支援運動に参加しなかった。コンビナー
トの労働組合（化学工場の企業別組合）は、
経済闘争では戦闘的であったものの、公害裁
判に関しては企業に近い立場にたった。これ
らの労組は、新日窒労組の事例とことなり、
大きな争議や組合分裂を体験しておらず、経
営者の組合敵視政策による労使関係の「脱制
度化」も起らなかった。これらの要因が少な
くとも部分的に、それぞれの組合の対応の違
いを説明すると考えられる。 
また、自治体労組、教職員組合などと公害
反対運動の連携関係は、水俣の事例にみられ
た個人間ネットワークでなく、組織間関係に
基づいていた。裁判の支援組織（公害をなく
す四日市市民協議会）は、組合、政党、民主
団体の集合体であった。ただし、個人間ネッ
トワークによる草の根の運動も生まれた。組
合書記や組合員などの地域の労働運動の活
動家が個人レベルで参加し結成された「公害
問題を記録する会」は、聞き取り活動を通じ
て被害者との連携関係を形成した。 
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